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上 場 会 社 名 株式会社  鶴   弥           上場取引所 東証第二部・名証第二部 
コ ー ド 番 号 5386                    ＵＲＬ   http://www.try110.com 
代  表  者  代表取締役社長   鶴 見   栄 
問合せ先責任者  常務取締役管理部長   稲 垣 富 定      ＴＥＬ（0569）29－7311（代表） 
定時株主総会開催予定日   平成 19 年６月 27 日    配当支払開始予定日  平成 19 年６月 28 日 
有価証券報告書提出予定日  平成 19 年６月 28 日 
 
１．平成 19 年３月期の業績（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日）              （百万円未満切捨て） 

(1) 経営成績                                       （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 
19 年３月期 
18 年３月期 

百万円   ％  
12,133       △1.3 
  12,289         9.1 

百万円   ％ 
  1,092        13.1 
    966      △ 3.8 

百万円   ％ 
 1,022        14.1 
   896      △ 2.3 

百万円    ％
 350           3.3 
  339        △14.1 

 
 

１株当たり当期純
利益 

潜在株式調整後１
株当たり当期純利
益 

自己資本当期純利
益率 

総資産経常利益率 売上高営業利益率

 
19 年３月期 
18 年３月期 

円 銭 
49  71 
 48  83 

円 銭
－ 
－ 

％
4.1 
 4.4 

％ 
5.1 
 4.7 

％
9.0 
 7.8 

（参考）持分法投資損益  19 年３月期  －百万円    18 年３月期  －百万円 
 

(2) 財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 
19 年３月期 
18 年３月期 

百万円  
21,113 

         19,343 

百万円 
9,062 

           8,210 

％  
42.9 

               42.4 

円  銭
1,168    25 

        1,176    93 

（参考）自己資本  19 年３月期  9,062 百万円    18 年３月期  8,210 百万円 
 

(3) キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高

 
19 年３月期 
18 年３月期 

百万円  
2,025 

            905 

百万円 
△1,363 

           △604 

百万円  
△44 

          △67 

百万円
1,497 

            880 

２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

配当金総額 

（年間） 
配当性向 

純資産 

配当率 

 
18 年３月期 
19 年３月期 

円 銭  
7  50 
7  50 

円 銭 
7  50 
7  50 

円 銭 
  15  00 
  15  00 

百万円 
99 
110 

％  
  30.7 
30.2 

％
1.2 

   1.3 

20 年３月期（予想） 10  00 10  00 20  00 － 25.2 － 

（注）20 年３月期の配当金につきましては、当社創業 120 周年に当たることから記念配当を含めた予想であります。 

３．平成 20 年３月期の業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 

 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

 
中間期 
通期 

百万円  ％ 
6,943      11.7 
14,239      17.4 

百万円  ％ 
453       3.1 

1,248      14.2 

百万円  ％ 
403     △4.5 

1,099       7.5 

百万円   ％  
217 △6.8 
616        76.0 

円  銭
     28    03 

79  40 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因

によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関連する事項は、添付資料の 3ページをご参照ください。 
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４．その他 

(1) 重要な会計方針の変更 
① 会計基準等の改正に伴う変更    有 
② ①以外の変更           無 

（注）詳細は、15 ページ「重要な会計方針の変更」をご覧ください。 
(2) 発行株式数（普通株式） 
① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 
  平成 19 年３月期 7,767,800 株    平成 18 年３月期 6,967,800 株 

② 期末自己株式数 
  平成 19 年３月期   10,099 株    平成 18 年３月期 10,099 株 

（注）１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については，25 ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 
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１．経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

当事業年度におけるわが国の経済は、設備投資が着実な増加を続け、個人消費も基調としては緩やかに

回復し、輸出におきましても海外経済の成長を背景に堅調に推移し、景気の拡大基調が続いております。 
当業界におきましては、瓦需要に直結する新設持家住宅着工戸数が前年対比横這いで推移する中、原

油・資材関連価格の高騰を製品価格に転嫁せざるを得ない状況となり、同業者間では生き残りをかけた価

格競争に拍車がかかり、廃業に追い込まれる業者も出始め、同業者間の競争力に二極化が鮮明になってま

いりました。 
このような情勢下、住宅市場の洋風化及び防災指向の高まりを反映して、当社の戦略商品であるＦ形防

災瓦「スーパートライ１１０」とＭ形防災瓦「スーパートライサンレイ」の販売は、旺盛な需要に支えら

れ、第 3四半期の一部製品の欠品を吸収し、前事業年度の実績を上回りましたが、ここ数年、需要の低
迷が続くＪ形瓦の販売は、前年４月に実施したＪ形瓦値上げに伴う前事業年度の前倒し需要の反動と同業

者間の価格競争を回避したことが大きく影響し、前事業年度の実績を下回りました。その結果、売上高で

は前事業年度の実績を上回ることができませんでした。 
利益面におきましては、同業者間の価格競争激化と原油価格等の高騰による減収要因を、価格改訂と現

有工場の稼働率の向上と歩留の向上等によって補い、売上総利益率の改善が図られ、平成19年１月から

富山県に開設した丸福支店の開設費用を吸収し、経常利益は過去最高となりました。当期純利益におきま

しても税効果関係に関する繰延税金資産の取扱いの変更に起因する法人税等調整額の増額計上はありま

したが増益となりました。 
この結果、売上高は 12,133 百万円と前事業年度に比べ 156 百万円（1.3％減）の減収となり、また、

営業利益は 1,092 百万円と前事業年度に比べ 126 百万円（13.1％増）の増益、経常利益は 1,022 百万円

と前事業年度に比べ126百万円（14.1％増）の増益、当期純利益は350百万円と前事業年度に比べ11百

万円（3.3％増）の増益となり、当事業年度は減収増益となりました。 
 

次期の見通しにつきましては、中東情勢の緊張による原油価格の高止まり傾向・金利再利上げ・原材

料価格の上昇等が企業収益に及ぼす影響、海外景気の動向と為替相場が輸出に与える懸念材料はあるも

のの、概ね消費・設備投資・輸出の主力項目が堅調に推移し景気拡大が続くと予想されます。 

当業界におきましても、需要動向に直結する戸建の住宅需要がほぼ前年並と予想される中、原油・原

材料等の価格高騰を最終製品に転嫁せざるをえない状況が続き資材関連価格はインフレ、製品価格はデ

フレ状態にあり企業間の競争は益々激化し、企業の姿勢によっては収支構造に大きな変化をきたし、景

況は悪化の方向に向かい、業界は再編に向かうことが予想されます。 

当社といたしましては、前年度においてＦ形瓦の品不足によりお取引先に多大なご迷惑をおかけしま

したが、阿久比第３ラインの新設によりそれも解消し、「品揃えの鶴弥」に相応しい供給体制を確立する

ことができましたので、今迄以上の積極営業により住宅の洋風化傾向に対処した「スーパートライ１１

０」シリーズの拡販と同時に、需要減少傾向にあるＪ形瓦の拡販に努め、鶴弥ブランドの確立を目指し、

他社に先んじた出荷システムの充実、出荷体制の強化、製品ヤードの整備等による出荷サービスの差別

化、製品の差別化及び顧客満足度の向上に積極的に取り組んでまいります。 

次期の業績の見通しは、売上高 14,239 百万円（前年当期比 17.4％増）、営業利益 1,248 百万円（前年

当期比 14.2％増）、経常利益 1,099 百万円（前年当期比 7.5％増）、当期純利益 616 百万円（前年当期比

76.0％増）をそれぞれ見込んでおります。配当金につきましては、年間15円（中間 7.5円・期末 7.5円）

の普通配当に創業 120 周年記念として年間 5 円（中間 2.5 円・期末 2.5 円）を上乗せし、1 株に付年間

20円とさせていただく予定です。 

なお、これらの通期業績予想は、現時点において合理的であると判断するデータに基づいて作成して

おり、予想につきましては様々な不確定要素が内存しているため、実際の業績は見通しと異なる可能性

があります。 
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 (2) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

当事業年度末の資産につきましては、阿久比第３ライン新設による建設仮勘定 1,403 百万円（前年

同期比1,373百万円増）及び棚卸資産2,904 百万円（前年同期比68.9％増）の増加等により21,113百

万円（前年同期比 9.1％増）となりました。 

負債につきましては、事業年度の末日が金融機関の休日により増加した支払手形 2,600 百万円（前

年同期比54.0％増）及び設備関係支払手形630百万円（前年同期比192.8％増）の増加等により12,050

百万円（前年同期比 8.2％増）となりました。 

純資産につきましては、公募増資による資金調達と繰越利益剰余金の増加等により9,062百万円（前

年同期比 10.4％増）となりました。 

② キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下（資金）という）は前事業年度末に比べて 616 百

万円増加し 1,497 百万円となりました。これは主に、事業年度の末日が金融機関の休日にあたったこ

とによるものです。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとお

りであります。 
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
当事業年度における営業活動によって得られた資金は、前期に比べ 1,120 百万円増加し 2,025 百万
円となりました。 
これは主に、割引手形の増加と売上債権の回収によるものです。 
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
当事業年度における投資活動の結果使用した資金は、前期に比べ 758 百万円増加し 1,363 百万円の
支出となりました。 
これは主に、設備投資額増加による支出の増加によるものです。 
 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
当事業年度における財務活動の結果支出した資金は、前期に比べ 22 百万円減少し 44 百万円となり
ました。 
これは主に、公募増資による資金調達 641 百万円及び長期借入金の返済による支出 682 百万円を反
映したものであります。 
 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成 19年３月期

自己資本比率（％） 37.3 38.5 39.4 42.4 42.9

時価ベースの自己資

本比率（％） 
13.5 18.3 24.7 38.8 30.4

キャッシュ･フロー対

有利子負債比率（％） 
11.0 8.9 9.9 8.3 3.6

インタレスト・カバレ

ッジ・レシオ 
8.8 11.2 9.7 12.7 24.9

自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
（注１）各指標は、いずれも財務数値により計算しております。 
（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 
（注３）営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロ

ーを使用しております。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払
っている全ての負債（割引手形を含む）を対象としております。また利払いについては、キ
ャッシュ・フロー計算書の利息の支払額（手形売却損を含む）を使用しております。 
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(3) 利益配分に関する経営方針及び当期・次期の配当 

当社の利益配分の基本的な考え方は、陶器瓦業界の中で最新の生産技術を保持し、高い生産力と競争

力を継続的に保ちながら成長を続けていくために、設備の更新や新工場の建設等を慎重かつ大胆に実行

していく必要性を認識すると共に、将来に向けた安定的な収益基盤づくりのための内部留保を考慮しつ

つ、業績に応じた適正で安定的な配当を継続的に行うことであります。 

内部留保金につきましては、設備投資等の資金需要に備える所存であります。 

 

(4) 事業等のリスク 

当社の経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあり

ます。 

 

① 業績の変動について 

当社は屋根材である粘土瓦の製造販売を主たる事業としており、北海道を除く各地の工事店・問屋・

瓦メーカー・ハウスメーカー等に幅広く粘土瓦を供給しております。 

粘土瓦は、住宅新設時に多量に使用されるため、当社の業績は新設住宅着工戸数の増減に影響され

ます。また、新設住宅着工戸数は、一般景気動向、金利動向、住宅地価動向、税制及び法的規則等様々

な要因を受けており、当社の業績もこれらの要因に左右される可能性があります。 

 

② 経営成績の季節的変動について 

当社の売上高は、季節的に見て、冬場の１・２月は住宅着工の不需要時となりますので通常月に比

べ低くなる傾向があります。 

 

③ 金利の変動について 

当社の第 40 期事業年度末における有利子負債残高は、6,391 百万円で、負債及び純資産合計に対す

る割合は約 30.3％となっております。したがいまして、今後の金利情勢、その他金融市場の変動によ

り当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 

④ 燃料価格の変動について 

当社の主な事業である陶器瓦の製造に用いる主たる燃料はブタンガスであり、原油価格は国際市況

に連動していることから、国際的な資源需給の変動、資源輸出国における経済・社会情勢等の変化、

天災地変等に起因して市況が変動した場合には業績に影響を受ける可能性があります。 

 

⑤ 特定の取引先への依存度について 

当社の主要原材料である粘土については、㈱丸長（以下、同社という。）より 100％仕入を行ってお

ります。粘土瓦については、配合粘土を使用しており、その配合割合によって製造工程に影響が出る

ため、限られた業者からの供給を受けることが、業界の通例となっているためであります。 

当社は、同社の財政状態及び経営成績を常に把握し、品質・納期等について万全の管理体制をとっ

ておりますが、万一経営状況が悪化した場合には、当社の瓦製造に支障をきたし、業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 
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瓦製品の販売 

２．企業集団の状況 

 

当社の企業集団は、当社及び関連会社1社で構成されており、陶器瓦の製造・販売及び屋根工事の請負・施工・

屋根資材の販売並びにこれらに付帯関連する一切の事業を行っております。企業集団内における関連会社の位置

づけはハウスメーカー向け工事施工・管理会社であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針、（2）中長期的な会社の経営戦略 

平成 19年３月期中間決算短信（平成18年 11月８日開示）により開示を行った内容から重要な変更が

ないため開示を省略しております。 

当該中間決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

http://www.try110.com 

（東証有価証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

 

(3) 会社の対処すべき課題 

当社は、対象期間を３年間とする平成 19年４月１日から平成 22年３月 31日までの中期経営計画を策
定いたしております。この中期経営計画では、基本戦略を「粘土瓦の製造販売の更なる拡大とコア事業周

辺分野への挑戦」に定め、この基本戦略に沿った事業運営を行い、企業価値の一層の向上に全社一丸とな

って努力いたします。 
具体的な本年度の戦術としては、以下に示すとおりであります。 

① 需要構造の変化に対応した製品のバリエーションの拡充 
② Ｆ形防災瓦「スーパートライ１１０」及びＭ形防災瓦「スーパートライサンレイ」の拡販 
③ Ｊ形瓦の需要減少傾向に対処するためＪ形防災瓦「スーパーエース」の拡販 
④ 産業廃棄物となる製品ロスの削減及びロス品の有効利用 
⑤ 物流部門の充実（出荷体制の更なる強化） 
⑥ 固定費の削減及び業務の効率化によって、市場競争に耐え得るコスト体質の実現を図るための業務

システムの再構築及び管理機構のスリム化 
⑦ 与信管理体制の見直し及び周知徹底 
 

 

各 

当   種 

瓦 

社   製 

品 

関連会社 

㈱日本瓦ユニオン

 

得 

 

意 

 

先 瓦製品の販売 

屋 根 工 事

施 工 ・ 管 理
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４．財務諸表 

(1) 貸借対照表 

（単位：千円） 

 

 

 

 

前事業年度 

（平成 18年３月 31日） 

当事業年度 

（平成 19年３月 31日） 対前年比 

区  分 
注記

番号 
金  額 構成比 金  額 構成比 増  減 

（資産の部） 

流動資産 

 

 

％ ％ 

 
現金及び預金  892,950  1,509,795  
受取手形 ※1,7 1,882,096  1,412,421  

売掛金 ※１ 1,391,221  1,292,500  
商品  50,653  69,628  
製品  1,004,336  1,810,764  
原材料  30,852  37,107  
仕掛品  47,916  50,925  
未成工事支出金  1,431  1,020  
貯蔵品  105,234  125,077  
前払費用  34,951  31,356  
繰延税金資産  121,720  135,969  
その他  1,845  17,605  
貸倒引当金  △63,404  △78,219  

流動資産合計  5,501,806 28.4 6,415,952 30.4 914,145

固定資産      
 有形固定資産      
建物 ※２ 1,558,031  1,515,433  
構築物  196,155  280,303  
機械及び装置 ※２ 1,613,068  1,354,775  
車両運搬具  41,797  53,897  
工具器具備品  180,655  190,752  
土地 ※２ 9,163,376  9,163,376  
建設仮勘定  29,558  1,403,062  

有形固定資産合計  12,782,642 66.1 13,961,601 66.1 1,178,958

 無形固定資産      

特許権  3,125  2,500  
ソフトウェア  23,297  16,027  
電話加入権  3,301  3,301  
水道施設利用権  4,516  3,846  

無形固定資産合計  34,240 0.2 25,675 0.1 △8,565

 投資その他の資産      
投資有価証券  430,776  389,079  
関係会社株式  10,000  10,000  
出資金  27,630  27,180  
長期貸付金  141,244  127,852  
破産更生債権等  175,455  37,465  
長期前払費用  572  10,960  
保証金 ※２ 57,554  57,928  
保険積立金  146,539  147,786  
繰延税金資産  327,800  123,265  
貸倒引当金  △293,027  △221,619  
投資その他の資産合計  1,024,545 5.3 709,897 3.4 △314,647
固定資産合計  13,841,427 71.6 14,697,174 69.6 855,746
資産合計  19,343,234 21,113,126 100.0 1,769,891

   
100.0 
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（単位：千円） 

 

 

 

 

前事業年度 

（平成 18年３月 31日）

当事業年度 

（平成 19年３月 31日） 対前年比 

区  分 
注記

番号 
金  額 構成比 金  額 構成比 増  減 

（負債の部） 

流動負債 

 

 

％ ％ 

 

支払手形 ※７ 1,688,958 2,600,482  

買掛金  556,229 565,406  

短期借入金 ※２ 5,300,000 5,300,000  
１年以内返済予定の長期借入金 ※２ 692,000 692,000  

未払金  118,447 83,287  

未払費用  394,559 486,398  

未払法人税等  263,128 231,401  

未払消費税等  15,326 21,973  

前受金  5,638 88,346  

預り金  13,015 30,855  

賞与引当金  175,742 202,136  

役員賞与引当金  － 23,540  

設備関係支払手形 ※７ 215,415 630,746  

流動負債合計  9,438,461 48.8 10,956,574 51.9 1,518,113

固定負債     

長期借入金 ※２ 981,000 399,000  

退職給付引当金  70,776 69,903  

役員退職慰労引当金  641,692 619,724  

その他  1,000 5,000  

固定負債合計  1,694,468 8.8 1,093,627 5.2 △600,841

 11,132,929 12,050,201 917,272負債合計 

   

57.6

 

57.1 

 

（資本の部）     

資本金 ※４ 1,817,350 9.4 － － △1,817,350 

資本剰余金  2,640,407 13.6 － － △2,640,407 

利益剰余金      

利益準備金  110,163 －   

 任意積立金  2,116,343 －   

特別償却準備金  41,733 －   

固定資産圧縮積立金  24,609 －   

別途積立金  2,050,000 －   

 当期未処分利益  1,398,641 －   

利益剰余金合計  3,625,147 18.7 － － △3,625,147 

その他有価証券評価差額金  133,103 0.7 － － △133,103 

自己株式 ※５ △5,703 △0.0 － － 5,703 

資本合計  8,210,305 42.4 － － △8,210,305 

負債・資本合計  19,343,234 100.0 － － △19,343,234 
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（単位：千円） 

 

 

 

 

前事業年度 

（平成 18年３月 31日）

当事業年度 

（平成 19年３月 31日） 対前年比 

区  分 
注記

番号 
金  額 構成比 金  額 構成比 増  減 

（純資産の部） 

株主資本 

 

 

％ ％ 

 

％

資本金  － － 2,144,134 10.2 2,144,134

資本剰余金   

資本準備金  － 2,967,134  

その他資本剰余金  － 57  

資本剰余金合計  － － 2,967,191 14.0 2,967,191

利益剰余金   

利益準備金  － 110,163  

その他利益剰余金   

特別償却準備金  － 24,205  
固定資産圧縮積立金  － 22,444  

別途積立金  － 2,050,000  

繰越利益剰余金  － 1,642,514  

利益剰余金合計  － － 3,849,327 18.2 3,849,327

自己株式  － － △5,703 △0.0 

株主資本合計  － － 8,954,949 42.4 8,954,949

評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金  － － 107,975 0.5 

純資産合計  － － 9,062,924 42.9 9,062,924

負債・純資産合計  － 21,113,126 100.0 21,113,126－
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(3) 損益計算書 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

前事業年度 

自 平成 17年４月 1 日 

至 平成 18年３月 31日 

当事業年度 

自 平成 18年４月 1 日 

至 平成 19年３月 31日 
対前年比 

区  分 
注記

番号 
金  額 百分比 金  額 百分比 増  減 

 

売上高 

 

 12,289,565

％

100.0 12,133,039

％ 

100.0 △156,526

売上原価 ※４ 9,384,338 76.4 9,051,902 74.6 

売上総利益  2,905,227 23.6 3,081,137 25.4 175,910

販売費及び一般管理費 ※４ 1,938,941 15.8 1,988,487 16.4 

営業利益  966,285 7.8 1,092,649 9.0 126,363

営業外収益  37,766 0.3 42,181 0.3 4,415

受取利息  2,915  3,845  

受取配当金  3,631  4,973  

賃貸料  6,445  5,979  

事務管理手数料収入  7,152  8,956  

組合事業分量配当金  7,413  4,432  

スクラップ売却収入  －  5,019  

その他  10,207  8,974  

営業外費用  107,707 0.8 111,909 0.9 4,201

支払利息  60,630  66,351  

手形売却損  12,342  17,352  

株式交付費  17,430  12,192  

工場休止に伴う諸費用 ※１ 17,297  16,012  

その他  7  －  

経常利益  896,344 7.3 1,022,921 8.4 126,576

特別利益  8,158 0.1 3,081 0.0 △5,077

固定資産売却益 ※２ 158  81  

貸倒引当金戻入  8,000  3,000  

特別損失  258,961 2.1 26,685 0.2 △232,275

固定資産除売却損 ※３ 2,299  4,574  

減損損失 ※５ 203,818  －  

貸倒引当金繰入  11,000  －  

ゴルフ会員権評価損  2,000  －  

訴訟関連費用  33,396 5,660  

アスベスト除去費用  － 16,100  

その他  6,447 349  

税引前当期純利益  645,542 5.3 999,317 8.2 353,775

法人税、住民税及び事業税  446,237 3.6 441,907 3.6 

法人税等調整額  △139,702 △1.1 207,304 1.7 

当期純利益  339,007 2.8 350,105 2.9 11,097

前期繰越利益  1,106,568  －  

中間配当額  46,934  －  

1,398,641 －当期未処分利益    
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(3) 株主資本等変動計算書 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

資本金 
資本準
備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

特別償
却準備
金 

固定資
産圧縮
積立金

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金 

利益剰
余金合
計 

自己株式 
株主資
本合計

平成18年３月31日 残高
（千円） 

1,817,350 2,640,350 57 2,640,407 110,163 41,733 24,609 2,050,000 1,398,641 3,625,147 △5,703 8,077,201

事業年度中の変動額      

新株の発行 326,784 326,784  326,784   653,568

前期決算の利益処分項目      

特別償却準備金の取崩
し 

   △8,764 8,764 －  －

固定資産圧縮積立金の
取崩し 

   △1,107 1,107 －  －

剰余金の配当    △52,182 △52,182  △52,182

役員賞与    △21,560 △21,560  △21,560

剰余金の配当    △52,182 △52,182  △52,182

特別償却準備金の取崩し    △8,764 8,764 －  －

固定資産圧縮積立金の取
崩し 

   △1,057 1,057 －  －

当期純利益    350,105 350,105  350,105

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

     

事業年度中の変動額合計
（千円） 

326,784 326,784 － 326,784 － △17,528 △2,165 － 243,873 224,179 － 877,747

平成19年３月31日 残高
（千円） 

2,144,134 2,967,134 57 2,967,191 110,163 24,205 22,444 2,050,000 1,642,514 3,849,327 △5,703 8,954,949

      
 

評価・換算差額等 

 
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

純資産合計

平成18年３月31日 残高
（千円） 

133,103 133,103 8,210,305

事業年度中の変動額   

新株の発行   653,568

前期決算の利益処分項目   

特別償却準備金の取崩
し 

  －

固定資産圧縮積立金の
取崩し 

  －

剰余金の配当   △52,182

役員賞与   △21,560

剰余金の配当   △52,182

特別償却準備金の取崩し   －

固定資産圧縮積立金の取
崩し 

  －

当期純利益   350,105

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△25,128 △25,128 △25,128

事業年度中の変動額合計
（千円） 

△25,128 △25,128 852,619

平成19年３月31日 残高
（千円） 

107,975 107,975 9,062,924
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(4) キャッシュ・フロー計算書 
（単位：千円） 

 

 

前事業年度 

自 平成 17 年４月  1 日
至 平成 18 年３月 31 日

当事業年度 

自 平成 18 年４月  1 日 
至 平成 19 年３月 31 日 

対前年比 

区  分 注記
番号

金  額 金  額 増  減 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
税 引 前 当 期 純 利 益  645,542 999,317  
減 価 償 却 費  584,524 581,802  
貸倒引当金の増減額(△は減少額)  222,567 △56,592  
退職給付引当金の増減額(△は減少額)  12,822 △873  
賞与引当金の増減額(△は減少額)  8,805 26,394  
役員賞与引当金の増減額（△は減少額）  － 23,540  
減 損 損 失  203,818 －  
役員退職慰労引当金の増減額(△は減少額)  27,794 △21,968  
受 取利息及び受取配当金  △6,546 △8,818  
新 株 発 行 費  17,430 12,192  
支 払 利 息  60,630 66,351  
有 形 固 定 資 産 売 却 益  △158 △81  
有 形 固 定 資 産 売 却 損  521 －  
有 形 固 定 資 産 除 却 損  1,777 4,574  
売上債権の増減額(△は増加額)  △283,091 333,040  
たな卸資産の増減額(△は増加額)  135,136 △854,099  
仕入債務の増減額(△は減少額)  360,717 920,700  
割引手形の増減額(△は減少額)  △652,936 456,055  
未 払 費 用 の 増 減 額  65,193 89,397  
役 員 賞 与 の 支 払 額  △21,560 △21,560  
そ の 他  △31,111 5,584  
小         計  1,351,875 2,554,958  1,203,083
利 息及び配当金の受取額  6,546 8,764  
利 息 の 支 払 額  △58,739 △64,007  
法 人 税 等 の 支 払 額  △394,592 △474,434  

営業活動によるキャッシュ・フロー  905,090 2,025,281  1,120,191
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出  △12,000 △12,000  
定期預金の払戻による収入  12,000 12,000  
有形固定資産の取得による支出  △625,468 △1,375,374  
有形固定資産の売却による収入  2,007 221  
無形固定資産の取得による支出  △67 △1,247  
投資有価証券の取得による支出  － －  
投資有価証券の売却による収入  14 －  
貸 付 け に よ る 支 出  － △102,397  
貸 付金の回収による収入  18,672 115,269  

投資活動によるキャッシュ・フロー  △604,841 △1,363,528 △ 758,687
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減額(△は減少額)  △100,000 －  
長 期 借 入 れ に よ る 収 入  200,000 100,000  
長期借入金の返済による支出  △692,000 △682,000  
株 式 の 発 行 に よ る 収 入  619,569 641,375  
自己株式の取得による支出  △1,094 －  
自己株式の売却による収入  213 －  
配 当 金 の 支 払 額  △94,106 △104,284  

財務活動によるキャッシュ・フロー  △67,418 △44,908  22,510
Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少額)  232,829 616,844  384,014
Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  648,121 880,950  232,829
Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 880,950 1,497,795  616,844
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(5) 利益処分計算書 

 （単位：千円） 

 

 

 

 

前事業年度 

（平成 18年 3月期）

区  分 
注記

番号 
金  額 

当期未処分利益 
 

1,398,641 

任意積立金取崩額 
 

 

固定資産圧縮積立金取崩額 
 

1,107 

特別償却準備金取崩額 
 

8,764 

合    計 
 

1,408,512 

利益処分額 
 

利 益 配 当 金 
 

52,182 

役 員 賞 与 金 

（うち監査役員賞与金） 

 21,560 

(1,460)

次期繰越利益 
 

1,334,770 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基

準及び評価方法 

(1)関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

(1)関連会社株式 

同左 

(2)その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 

(1)製品・仕掛品 (1)製品・仕掛品 ２．たな卸資産の評価

基準及び評価方法 月次総平均法による原価法 同左 

 (2)原材料 (2)原材料 

 月次総平均法による低価法 同左 

 (3)商品・貯蔵品 (3)商品・貯蔵品 

 先入先出法による低価法 同左 

 (4)未成工事支出金 (4)未成工事支出金 

 個別法による原価法 同左 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 ３．固定資産の減価償

却の方法  定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）に

ついては定額法）を採用しております。

 主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

建物     15年～50年 

機械及び装置 ７年～12年 

同左 

 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

(3)    ―――――― 

同左 

 

 

 

(3)長期前払費用 

定額法 

４．繰延資産の処理方

法 

新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しておりま

す。 

株式交付費 

支出時に全額費用として処理しておりま

す。 

５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

同左 

 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

  従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、当事業年度に負担すべき支給見込額

を計上しております。 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 (3)役員賞与引当金 (3)役員賞与引当金 

 ――――― 役員賞与の支出に備えて、当事業年度

における支給見込額を計上しておりま

す。 

（会計方針の変更） 

当事業年度より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号 平成

17年11月29日）を適用しております。こ

れにより営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益はそれぞれ23,540千円減少し

ております。 

 (4)退職給付引当金 (4)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 また、数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理しております。 

同左 

 

 (5)役員退職慰労引当金 (5)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

 

同左 

６．リース取引の処理

方法 

―――――    リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

７．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジの会計の方法 (1)ヘッジの会計の方法 

  金利スワップについては特例処理を採

用しております。 

同左 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 ヘッジ手段 

 金利スワップ取引 同左 

 ヘッジ対象 ヘッジ対象 

 借入金の利息 同左 

 (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 

  借入金の金利変動リスクを回避するた

め、金利スワップ取引を行っておりま

す。 

同左 

 (4)ヘッジ有効性の評価方法 (4)ヘッジ有効性の評価方法 

  ヘッジ手段は、特例処理の要件を満た

しており有効性はあるため、特段の評価

は行っておりません。 

同左 

８．キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金の範囲 

 手許現金及び当座預金、普通預金等の

随時引き出し可能な預金からなっており

ます。 

同左 

(1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理 ９．その他財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

同左 
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会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

これにより税引前当期純利益は203,818千円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき土地の金額から直接控除しております。

―――――― 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は

9,062,924千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

――――――  前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示してお

りました「スクラップ売却収入」は、営業外収益の総額

の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前期における「スクラップ売却収入」の金額は

1,734千円であります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 関係会社に対する債権 
 

※１ 関係会社に対する債権 
 

 千円

受取手形 211,746 

売掛金 57,525 
 

 千円

受取手形 － 

売掛金 120,095 
  

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。

 
※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。

 
 千円

建物 654,675 

機械及び装置 832,939 

土地 2,555,212 

計 4,042,827 
 

 
 千円

建物 644,409 

機械及び装置 719,275 

土地 2,555,212 

計 3,918,897 
 

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

 
 千円

短期借入金 1,900,000 

長期借入金 

(１年以内返済予定分 

を含む) 

569,000 

 

 

割引手形 508,772 

計 2,977,772 
 

 
 千円

短期借入金 2,000,000 

長期借入金 

(１年以内返済予定分 

を含む) 

385,000 

 

 

割引手形 964,827 

計 3,349,827 
 

上記以外に取引保証金として保証金15,000千円を

担保に提供しております。 

上記以外に取引保証金として保証金15,000千円を

担保に提供しております。 

 
 ３ 受取手形割引高 508,772千円
 

 
 ３ 受取手形割引高 964,827千円
 

 
※４ 授権株式数 普通株式 25,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 6,967,800株 
 

 
※４       ――――― 

   

  
 
※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式10,099

株であります。 

 
※５       ――――― 

 
６ 配当制限 

 
６       ――――― 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は

133,103千円であります。 

７       ――――― 

  

  

  

※７ 期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当事業

年度の末日は金融機関の休日であったため、次の

期末日満期手形が期末残高に含まれております。

受取手形             18,244千円

割引手形             371,833 

支払手形             548,542 

設備関係支払手形         15,396 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 工場休止に伴う諸費用の内訳は次のとおりであり

ます。 
 

※１ 工場休止に伴う諸費用の内訳は次のとおりであり

ます。 
 

 千円

電力費 4,709 

減価償却費 8,907 

租税公課 3,281 

保険料 399 

計 17,297 
 

 千円

電力費 2,145 

減価償却費 11,758 

租税公課 1,838 

保険料 

水道料金 

169 

101 

計 16,012 
  

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。
 
※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 千円

車両運搬具 158 

計 158 
 

 千円

車両運搬具 81 

計 81 
  

※３ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま

す。 
 

 
※３ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま

す。 
 

固定資産売却損 千円

車両運搬具 521 

計 521 
 

 

 
固定資産除却損 千円

建物 351 

機械及び装置 1,162 

車両運搬具 161 

工具器具備品 101 

計 1,777 
 

 
固定資産除却損 千円

建物 2,799 

機械及び装置 1,465 

車両運搬具 118 

工具器具備品 190 

計 4,574 
  

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は46,098千円であります。 
 
※５ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 
 

場所 用途 種類 

茨城県古河市 遊休 土地 

上記資産については、遊休状態にあり、地価の下

落により回収可能価額が帳簿価額を下回っている

ため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減

少額を減損損失（203,818千円）として特別損失

に計上しました。 

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、その評価額は重要性に乏しいため、固定

資産税評価額を基礎として算定しております。 

 

 
※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は66,627千円であります。 
 
※５         ―――――― 
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（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度末増加
株式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

発行済株式     

普通株式 6,967 800 － 7,767 

合計 6,967 800 － 7,767 

自己株式     

普通株式 10 － － 10 

合計 10 － － 10 

 

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

 
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 52,182 7.5 平成18年３月31日 平成18年６月28日

平成18年11月８日 
取締役会 

普通株式 52,182 7.5 平成18年９月30日 平成18年12月12日

 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
（決議予定） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 58,182 利益剰余金 7.5 平成19年３月31日 平成19年６月28日

 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

 千円

現金及び預金勘定 892,950 

預入期間が３ヵ月を超える定期預

金 
△12,000 

現金及び現金同等物 880,950 
 

 千円

現金及び預金勘定 1,509,795 

預入期間が３ヵ月を超える定期預

金 
△12,000 

現金及び現金同等物 1,497,795 
 

 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース取引はありません。  開示すべき重要なリース取引はありません。 
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（有価証券関係） 
前事業年度（平成 18年３月 31日現在） 
１．その他有価証券で時価のあるもの                            （単位：千円） 

 種    類 取 得 原 価 貸借対照表計上額 差   額 

株式 149,338 372,591 223,253貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 
小    計 149,338 372,591 223,253

株式 － － －貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 
小    計 － － －

合  計  149,338 372,591 223,253
 
２．時価評価されていない主な有価証券の内容  （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式 58,184

関連会社株式 10,000

 

当事業年度（平成 19年３月 31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの                         （単位：千円） 

 種    類 取 得 原 価 貸借対照表計上額 差   額 

株式 117,936 299,324 181,388貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 
小    計 117,936 299,324 181,388

株式 31,402 31,120 △282貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 
小    計 31,402 31,120 △282

合  計  149,338 330,444 181,106
 
２．時価評価されていない主な有価証券の内容  （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式 58,634

関連会社株式 10,000
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（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1)取引の内容 (1)取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引であり

ます。 

同左 

(2)取引に対する取組方針 (2)取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、金利の変動によるリスク回避を目的と

しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

同左 

(3)取引の利用目的 (3)取引の利用目的 

デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場における

利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用しており

ます。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っており

ます。 

同左 

（ヘッジ会計の方法）  

金利スワップについては特例処理を採用しております。  

（ヘッジ手段とヘッジ対象）  

ヘッジ手段 金利スワップ取引 

ヘッジ対象 借入金の利息 

 

（ヘッジ方針）  

借入金の金利変動リスクを回避するため、金利スワップ取

引を行っております。 

 

（ヘッジ有効性の評価方法）  

ヘッジ手段は、特例処理の要件を満たしており有効性はあ

るため、特段の評価は行っておりません。 

 

(4)取引に係るリスクの内容 (4)取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有して

おります。 

なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定している

ため信用リスクはほとんどないと認識しております。 

同左 

(5)取引に係るリスク管理体制 (5)取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の決定は取締役会で行っており、実行及び

管理については、管理部が行っております。当社のデリバテ

ィブ取引はリスクヘッジのみを目的としているため、リスク

管理規定は特に定めておりません。 

同左 

２．取引の時価等に関する事項 
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

当事業年度に係るデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適

用しているため記載を省略しております。 

同左 
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（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けております。 

なお、適格退職年金制度は、平成7年 3月１日より採用しており、退職給与の全部を移行しております。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

（単位：千円） 

 前事業年度 

（平成 18年３月 31日現在）

当事業年度 

（平成 19年３月 31日現在）
   
イ. 退職給付債務の額 △339,034  △351,198  

ロ. 年金資産の額 257,140    267,765   

ハ. 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 81,893  △ 83,432  

ニ. 未認識数理計算上の差異 11,117    13,529   

ホ. 退職給付引当金（ハ＋ニ） △ 70,776    △ 69,903   
     

 

３．退職給付費用に関する事項 

（単位：千円） 

 前事業年度 

自  平成 17年４月 1 日 

至  平成 18年３月 31日 

当事業年度 

自  平成 18年４月 1 日 

至  平成 19年３月 31日 
   
イ. 勤務費用の額 31,167  31,763  

ロ. 利息費用の額 6,483  6,780  

ハ. 期待運用収益の額 △ 4,614  △14,142  

ニ. 数理計算上の差異の費用処理額 16,619    11,069   

ホ. 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 49,655    35,470   
      

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

 前事業年度 

（平成 18年３月 31日現在）

当事業年度 

（平成 19年３月 31日現在）
   
イ. 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

ロ. 割引率 2.0％ 2.0％ 

ハ. 期待運用収益率 2.0％ 5.5％ 

ニ. 数理計算上の差異の処理年数 5 年（発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

による定額法により、按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとし

ております。） 

同   左 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

当事業年度 

（平成19年３月31日現在） 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  

  （繰延税金資産）    千円   （繰延税金資産）    千円 

   賞与引当金 70,964     賞与引当金 81,622  

   未払事業税 22,117     未払事業税 19,938  

  貸倒引当金 92,334    貸倒引当金 98,166  

  退職給付引当金 28,579    退職給付引当金 28,226  

  投資有価証券評価損 38,525    投資有価証券評価損 38,525  

  役員退職慰労引当金 259,115    役員退職慰労引当金 250,244  

  減損損失 82,301    減損損失 82,301  

  その他 21,293    その他 19,243  

 繰延税金資産小計 615,231   繰延税金資産小計 618,269  

  評価性引当額 △ 37,313    評価性引当額 △254,308  

 繰延税金資産合計 577,918   繰延税金資産合計 363,960  

 （繰延税金負債）   （繰延税金負債）  

   固定資産圧縮積立金 △ 15,917     固定資産圧縮積立金 △ 15,201  

   特別償却準備金 △ 22,329     特別償却準備金 △ 16,393  

   その他有価証券評価差額金 △ 90,149     その他有価証券評価差額金 △ 73,130  

  繰延税金負債合計 △128,397   繰延税金負債合計 △104,725  

  繰延税金資産の純額 449,520   繰延税金資産の純額 259,234  

      

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との 

間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な 

項目別の内訳 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な

項目別の内訳 

    ％     ％ 

   法定実効税率 40.4     法定実効税率 40.4  

  （調整）    （調整）  

0.91.4

1.0

5.8

△ 1.1
 

1.1

21.8

1.0

△ 0.1

 

   交際費等永久に損金に算入されない項目 

   住民税均等割等        

      評価性引当額の増減 

   その他 

 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.5  65.1  
   

   交際費等永久に損金に算入されない項目 

   住民税均等割等        

      評価性引当額の増減 

   役員賞与引当金繰入 

その他 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 
 

 

（持分法損益等） 

損益等からみて重要性の乏しい関連会社のみであるため、当該各項目の記載を省略しております。 
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（関連当事者との取引） 

前事業年度（自平成 17年４月１日 至平成 18年３月 31日） 

属性 
会社等
の名称 

住所 資本金
（千円）

主要な事
業内容 

議決権の
所有割合
（％） 

関係内容
取引の
内容 

取引金額
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 

売上高 受取手形 211,746関連
会社 

㈱日本瓦
ユニオン 

愛知県
安城市 

 
30,000 

屋根工事
の施工 

直接所有
33.3

役員の 
兼任１名

瓦製品
の販売 731,964 売掛金 59,045

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

瓦製品の販売につきましては、一般の取引条件と同様に決定しております。 

 

当事業年度（自平成 18年４月１日 至平成 19年３月 31日） 

属性 
会社等
の名称 

住所 資本金
（千円）

主要な事
業内容 

議決権の
所有割合
（％） 

関係内容
取引の
内容 

取引金額
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 

売上高 受取手形 －関連
会社 

㈱日本瓦
ユニオン 

愛知県
安城市 

 
30,000 

屋根工事
の施工 

直接所有
33.3

役員の 
兼任１名

瓦製品
の販売 779,978 売掛金 120,095

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

瓦製品の販売につきましては、一般の取引条件と同様に決定しております。 
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（１株当たり情報） 

前事業年度 

自 平成 17年４月 1 日 

至 平成 18年３月 31日 

当事業年度 

自 平成 18年４月 1 日 

至 平成 19年３月 31日 

１株当たり純資産額 1,176 円 93 銭 １株当たり純資産額 1,168 円 25 銭

１株当たり当期純利益金額 48 円 83 銭 １株当たり当期純利益金額 49 円 71 銭

 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

同    左 

（注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前事業年度 

自 平成 17年４月 1 日 

至 平成 18年３月 31日 

当事業年度 

自 平成 18年４月 1 日 

至 平成 19年３月 31日 

１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益（千円） 339,007 350,105 

 普通株主に帰属しない金額（千円） 21,560 － 

  （うち利益処分による役員賞与金） （21,560） （－）

 普通株式に係る当期純利益（千円） 317,447 350,105 

 期中平均株式数（千株） 6,501 7,043 

 

５．その他 

(1) 役員の異動 

① 代表取締役の移動 

該当事項はありません。 

 

② その他の役員の異動 

該当事項はありません。 
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(2) 生産、受注及び販売の状況 

① 生産実績 

当事業年度の生産実績は次のとおりであります。 

（単位：千円） 

前事業年度 

自 平成 17年４月 1 日 

至 平成 18年３月 31日 

当事業年度 

自 平成 18年４月 1 日 

至 平成 19年３月 31日 

増  減 
品目別 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 増減率

  ％ ％  ％

Ｊ  形  瓦 3,326,499 31.4 3,151,971 27.8 △174,528 △5.2

Ｆ 形 瓦 6,654,308 62.9 7,422,322 65.6 768,013 11.5

Ｍ 形 瓦 606,573 5.7 743,972 6.6 137,398 22.7

合  計 10,587,382 100.0 11,318,267 100.0 730,884 6.9

（注）１．金額表示は平均売価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりおません。 

 

 

② 受注状況 

受注生産は行っておりません。 

 

③ 販売実績 

当事業年度の販売実績は次のとおりであります。 

（単位：千円） 

前事業年度 

自 平成 17年４月 1 日 

至 平成 18年３月 31日 

当事業年度 

自 平成 18年４月 1 日 

至 平成 19年３月 31日 

増  減 
品目別 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 増減率

   ％ ％  ％

 Ｊ 形 瓦 3,758,654 30.6 3,063,598 25.2 △695,055 △18.5

製品 Ｆ 形 瓦 6,927,243 56.4 7,354,639 60.6 427,396 6.2

 Ｍ 形 瓦 739,331 6.0 831,879 6.9 92,548 12.5

小  計 11,425,229 93.0 11,250,118 92.7 △175,110 △1.5

商品 そ の 他 650,245 5.3 635,926 5.3 △14,319 △2.2

工 事 売 上 214,090 1.7 246,995 2.0 32,904 15.4

合  計 12,289,565 100.0 12,133,039 100.0 △156,526 △1.3

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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 平成１９年３月期 決算短信（参考資料） 

平成 19年 5月 7日 

                                株式会社  鶴  弥 

                                コード番号  5 3 8 6   （東証・名証2部） 

1. 経 営 成 績          
 

（単位：百万円） 

 
16 年３月期 17 年３月期 18 年３月期 

19 年３月期 
（当事業年度） 

売 上 高             10,294 11,269 12,289 12,133

営 業 利 益             899 1,004 966 1,092

経 常 利 益             725 917 896 1,022

当 期 純 利 益             286 394 339 350

１株当たり当期純利益             42 円 21 銭 59 円 61 銭 48 円 83 銭 49 円 71 銭

自己資本当期純利益率 4.2 ％ 5.5 ％ 4.4 ％ 4.1 ％

総 資 本 経 常 利 益 率             4.0 ％ 5.0 ％ 4.7 ％ 5.1 ％

売 上 高 営 業 利 益 率 8.7 ％ 8.9 ％ 7.8 ％ 9.0 ％
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2. 当 期 の 概 況          
住宅市場の洋風化及び防災指向の高まりを反映して、当社の戦略商品であるＦ形防災瓦「スーパートライ１１
０」とＭ形防災瓦「スーパートライサンレイ」の販売は、旺盛な需要に支えられ、第 3四半期の一部製品の欠品
を吸収し、前事業年度の実績を上回りましたが、ここ数年、需要の低迷が続くＪ形瓦の販売は、前年４月に実施
したＪ形瓦値上げに伴う前事業年度の前倒し需要の反動と同業者間の価格競争を回避したことが大きく影響し、
前事業年度の実績を下回りました。その結果、売上高では前事業年度の実績を上回ることができませんでした。 
利益面におきましては、同業者間の価格競争激化と原油価格等の高騰による減収要因を、価格改訂と現有工場
の稼働率の向上と歩留の向上等によって補い、売上総利益率の改善が図られ、平成19年１月から富山県に開設し
た丸福支店の開設費用を吸収し、経常利益は過去最高となりました。当期純利益におきましても税効果関係に関
する繰延税金資産の取扱いの変更に起因する法人税等調整額の増額計上はありましたが増益となりました。 
この結果、売上高は12,133 百万円と前事業年度に比べ156百万円（1.3％減）の減収となり、また、営業利益
は1,092 百万円と前事業年度に比べ126百万円（13.1％増）の増益、経常利益は1,022百万円と前事業年度に比
べ126百万円（14.1％増）の増益、当期純利益は350百万円と前事業年度に比べ11百万円（3.3％増）の増益と
なり、当事業年度は減収増益となりました。 
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3.  販 売 実 績           

（単位：百万円） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：愛知県陶器瓦工業組合、石州瓦工業組合、淡路瓦工業組合 

18 年３月期 19 年３月期 20 年３月期（予想）  

販売金額 構成比 販売金額 構成比 販売金額 構成比 

Ｊ  形 

Ｆ  形 

Ｍ  形 

3,758 

6,927 

739 

30.6％

56.4％

6.0％

3,063

7,354

831

25.2％

60.6％

6.9％

3,809 

8,352 

999 

26.8％

58.7％

7.0％

商  品 650 5.3％ 635 5.3％ 818 5.7％

工事売上 214 1.7％ 246 2.0％ 260 1.8％

合計 12,289 100.0％ 12,133 100.0％ 14,239 100.0％

売 上 高 構 成 比

3,809
(26.8)

3,063
(25.2)

3,758
(30.6)

8,352
(58.7)7,354

(60.6)

6,927
(56.4)

999
(7.0)

831
(6.9)

739
(6.0)

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18年３月期 19年３月期 20年３月期(予想)

※（　）内は売上高構成比であります。

（百万円）

J形 Ｆ形 Ｍ形 商品 工事
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4. 財 政 状 態          

   19 年３月期 18 年３月期 

総 資 産 21,113 百万円 19,343 百万円 

純 資 産 9,062 百万円 8,210 百万円 

自 己 資 本 比 率 42.9 ％ 42.4 ％ 

１ 株 当 た り 純 資 産     1,168 円 25 銭     1,176 円 93 銭 

  （注）期末発行済株式数   18 年３月期  6,967,800 株  期末自己株式数 18 年３月期 10,099 株 
     （自己株式を含む）   19 年３月期  7,767,800 株          19 年３月期 10,099 株 

5. キャッシュ･フローの状況          

 19 年３月期 18 年３月期 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,025 百万円 905 百万円 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,363 百万円 △604 百万円 

財務活動によるキャッシュ・フロー △   44 百万円 △ 67 百万円 

現金及び現金同等物期末残高                 1,497 百万円 880 百万円 

 

6. 配 当 状 況          

  配当金につきましては、株主各位への安定配当という観点に立って 18 年３月期と同様 1 株当たり期末配

当金 7円 50銭、年間配当金 15円とさせていただく予定でおります。 

  20 年３月期の配当金につきましては、年間 15 円（中間 7.5 円、期末 7.5 円）の普通配当に創業 120 周年

記念として年間 5 円（中間 2.5 円、期末 2.5 円）を上乗せし、１株に付年間 20 円とさせていただく予定で

おります。 
 

7. 次 期 の 業 績予想          

   通期予想 

 19 年３月期 20 年３月期 増  減  率 

売 上 高           12,133 百万円 14,239 百万円 17.4 ％増 

営 業 利 益           1,092 百万円 1,248 百万円 14.2 ％増 

経 常 利 益           1,022 百万円 1,099 百万円 7.5 ％増 

当 期 純 利 益           350 百万円 616 百万円 76.0 ％増 

   中間期予想 

   19 年３月期 20 年３月期 増  減  率 

売 上 高           6,214 百万円 6,943 百万円 11.7 ％増 

営 業 利 益           439 百万円 453 百万円 3.1 ％増 

経 常 利 益           422 百万円 403 百万円 4.5 ％減 

中 間 純 利 益           233 百万円 217 百万円 6.8 ％減 

 

8. 設 備 投 資          

 18 年３月期 19 年３月期 20 年３月期（予想） 

設 備 投 資 額           712 百万円 1,756 百万円 942 百万円 

減 価 償 却 費           584 百万円 581 百万円 954 百万円 

 本社工場第２ﾗｲﾝ改造 阿久比工場第３ﾗｲﾝ新設 阿久比工場第３ﾗｲﾝ新設

 Ｊ形･Ｆ形役瓦兼用設備 Ｆ形桟瓦 Ｆ形桟瓦 

 298 百万円 1,380 百万円 461 百万円 

主 た る 設 備 投 資           阿久比工場フッ素処理 阿久比工場第３ﾗｲﾝ新設 環境改善排水系統 

 装置 に伴う製品置場舗装 改修 

 129 百万円 88 百万円 75 百万円 

     

 

9. 役 員 の 異 動          
 
  役員の異動はありません。 


